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一般社団法人 大阪府建築士事務所協会

※建築士法第23条の5（変更の届出）

【受付時間】 午前９：３０～１２：００　午後１３：００～１６：００

　（●：必要な書類　　△：該当する場合、又は場合によっては必要な書類）

◆≪提出期限≫

事実発生後2週間以内（所属建築士の変更は3ヶ月以内） 郵送

可 可 可 可 可

◆≪提出部数≫

正1部、副1部、計2部

1 2 4 5 6

◆≪添付証明書等の有効期限≫　

3ヶ月以内

事 事 個 法 役 管 所

◆≪郵送方法≫

副本返却用レターパックを同封して郵送してください。

務 人 員

＜注＞

務

所

開 人

の 理 属

　☆ 変更届ではなく、新規登録（以前の事務所は廃業等届出）が必要なケース

所

設

氏

・開設者（個人）　⇔　開設者（個人）　　・開設者（個人）　⇔　開設者（法人） 所

在

者

名 建 建

・二級建築士事務所　⇔　一級建築士事務所

地 及

　★ 変更届を提出していただくケース（会社法第743条関係の組織変更）

名

（本店

氏 名

び 築 築

　住所

役

　☆ 登録番号の相続・譲渡はできません

称

変更も）

名 称 名 士 士

1.　登録事項変更届出書【大指事様式２】　

　※事務所担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽを記入してください。

● ● ● ● ● ●

●

2.　付　近　見　取　図 ●

3.　所属建築士の変更の内容・（新）所属建築士名簿　【大指事様式３－１・３－２】

（新たな役員の就任が複数ある場合に記入し、添付してください。） ●

5.　(ﾛ）　略歴書 登録申請者 ：代表者(開設者)変更の場合添付

△

管理建築士 ●

6.　(ﾊ)　誓約書

【役員の就任がある場合添付】

△

7.　商業登記簿謄本（写し）、又は 【法人の場合、

　　商業登記履歴事項全部証明書（写し） 　本店所在地を変更したとき添付】 △

「正本、副本共写しで可」

　＊【商業登記簿等に、新旧の変更事実の記載証明（役員変更の場合は、変更役員の

● ●

       就任・退任日の記載）がない場合は記載証明されている商業登記簿等（閉鎖謄本の写し）を添付】

8.　管理建築士の建築士免許証（賞状型）の写し又は、建築士免許証明書（カード型）の写し ●

　　※ 建築士免許証明書（カード型）をお持ちの方は、建築士免許証（賞状型）は無効となっておりますので使用できません。

9.　管理建築士講習修了証の写し（建築士法第24条第2項の法定講習） ●

10.　開設者の戸籍謄本（写し）、又は抄本（写し） ●

11.　委　任　状　（代理申請の場合は委任者からの押印は不要）　【社員の場合は不要】

△ △ △ △ △ △ △

【

　

郵送・確認のための添付書類　】 （確認後、こちらで責任を持って破棄させていただきます。）

1.　管理建築士の専任状況を確認するため、次の3点書類【代表取締役以外の場合必要】

①　住　民　票（発行後3か月以内の写し）

△

②　賃金台帳、又は源泉徴収簿(直近3ヶ月の写し)※社名が入ったもの。

△

【給与明細・源泉徴収票は不可】  【新規雇用者は雇用契約書（写し）】

③　健康保険証（写し）、又は雇用保険被保険者証と雇用保険資格取得通知書（いずれも写し）

△

【事業所名記載のもの】【事業所名記載のないものは健康保険資格証明書等】

△

2.　開設事務所の所在と使用目的の確認書類　【(1)～(3)のうち該当書類】 ●

(1)　自己（申請者）所有の場合　≪次の書類のうち1点を提示≫

　①建物の登記簿謄本（写し） ②固定資産評価証明書（写し）　　　③家屋売買契約書又は権利書（写し）

(2)　賃貸等の場合 ①賃貸契約書　≪持ち主と借主である申請者名義との契約書（写しに原本証明）≫

　＊【使用目的が住宅と特約の場合、事務所としての使用承諾書（写し）が追加必要】

(3)　持ち主と賃貸契約を交わしていない場合 ≪次の2点書類≫

　①持ち主の事務所としての使用承諾書（写し） ②持ち主の所有権を証明する、前記(1)自己所有の場合の書類いずれか。

＊【転貸借の場合は、ご相談ください。】

　　　              （ R７．６．１　改正版 ）

・持株会社（合資、合名、合同会社）から株式会社への組織変更等

URL https://www.oaaf.or.jp/

●

（注１）

※事務所担当者のメールアドレスを記入してください。

★用紙のダウンロードは無料

変　　　更　　　内　　　容

可

  （注１）管理建築士の変更の際、新旧の管理建築士が所属建築士の変更となる場合は、所属建築士の変更届が併せて必要です。

4.　役員変更　【大指事様式４】

：最終学歴から現在までの職歴を半年以上空けないでください。

開設者（法人の場合は、社名・役名・開設者氏名を記入してください。）

＊　出向社員は三者出向協定書（写し）、又は二者出向協定書(写し）と 辞令（写し）

●

※今般、オンライン申請及び郵送申請の実施に伴い、持参当日受付は終了いたしました。　

（ R７．６．１　改正版 ）

※ R３.1.1建築士法施行規則改正に伴い変更届出書への押印は廃止されました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  なお、代理人による提出は委任状への押印は不要です。

登録事項変更届に必要な書類と添付書類一覧

　 〒540-0011　大阪市中央区農人橋 2-1-10　大阪建築会館 2Ｆ

3

登録グループ : TEL 06-6947-1172


【大指事様式 ２】
変　更　届　出　書

下記のとおり登録事項に変更がありましたので建築士法第23条の5第1項及び第2項の規定
により届け出ます。
年　　　月　　　日

（届出日は、和暦で記入してください。）
登録番号（　）第　　　　号　登録年月日　　年　　月　　日

事務所所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

開 設 者 住 所　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事務所電話番号　（　　　）　　　　－　　　　　　　　　　
記

変　更　の　内　容

	変　更　事　項
	変　更　後
	変　更　前
	変　更　年　月　日

	ふ　り　が　な

事務所名称
	
	
	

	
	
	
	

	所　　在　　地

　　　　　　　　　

　　　（ＴＥＬ）
	〒


	
	

	ふ　り　が　な

開設者氏名又は名称
	
	
	

	
	
	
	

	役員の氏名及び役名

（法人の場合のみ）
	役名・氏名・（ふりがな）・性別・（生年月日）

	
	

	建築士事務所を管理する

建築士


	氏　　　名
	
	
	

	
	一級

二級建築士の別

木造
（登録都道府県名）
	
	
	

	
	登録年月日

及び番号
	
	
	

	
	管理建築士講習を修了した

年月日及び

修了番号
	　　年　　月　　日

番号（　　　　　　　）
	　　年　　月　　日

番号（　　　　　　　）
	

	所 属 建 築 士
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成担当者氏名
大阪府指定事務所登録機関　　　　　事務所担当者メールアドレス
一般社団法人　大阪府建築士事務所協会長　殿　　（　　　　　＠　　　　　　　　）
【 大指事様式 ４ 】　　　　　　　　　　　役 員 変 更
〔記入注意〕１「（新）役員名簿」には、新たに就任等された役員を含め、すべての役員を記入してください。なお、監査役は変更届出の対象者ではありません。

　　　　　　２「役員変更の内容」には、就任等又は退任等された役員の役名及び氏名を記入し、登記事項証明書に記載の変更年月日と事由を記入　　してください。

　　　　　　３　生年月日及び変更年月日は、和暦で記入してください。
	　　　　　（新） 役 員 名 簿
	役 員 変 更 の 内 容

	開設者　役名・氏名（ふりがな）
	性別
	生 年 月 日
	就任等の役名・氏名
	退任等の役名・氏名
	変更年月日と事由

	
	　
	年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他役員　(ふりがな)
	性別
	生 年 月 日
	就任等の役名・氏名
	退任等の役名・氏名
	変更年月日と事由

	　　　役 名・氏 名
	
	
	
	
	

	
	
	年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日　
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　年　　月　　日
	
	
	

	
	
	
	
	
	


第六号書式（第二十条関係）（Ａ４）
添付書類（ハ）
登録申請者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）及び登録申請者が法人である場合における当該法人の役員を含む。）が下記のいずれにも該当しないことを誓約します。

　　　 

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録申請者氏名　　　　　　　　　　　　　　

　大 阪 府 指 定 事 務 所 登 録 機 関

一般社団法人 大阪府建築士事務所協会長　殿

記

１　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

２　拘禁刑以上の刑に処せられた者（刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号）による改正前の刑法（明治40年法律第45号）第13条に規定する禁錮以上の刑に処せられた者を含む。11において同じ。）であつて、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者
３　建築士法の規定に違反して、又は建築物の建築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

４　建築士法第９条第１項第４号又は第10条第１項の規定により一級建築士、二級建築士又は木造建築士の免許を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者

５　建築士法第26条第１項又は第２項の規定により建築士事務所について登録を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、その取消しの原因となった事実があった日以前１年内にその法人の役員であった者でその取消しの日から起算して５年を経過しないもの）

６　建築士法第26条第２項の規定により建築士事務所の閉鎖の命令を受け、その閉鎖の期間が経過しない者（当該命令を受けた者が法人である場合においては、当該命令の原因となった事実があった日以前１年内にその法人の役員であった者でその閉鎖の期間が経過しないもの）

７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

　　暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（９において「暴力団員等」という。）

８　精神の機能の障害により建築士事務所の業務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

９　暴力団員等がその事業活動を支配する者

10　建築士事務所について建築士法第２４条第１項及び第２項に規定する要件を欠く者

11　拘禁刑以上の刑に処せられた者（２に該当する者を除く。）

12  建築士法の規定に違反して、又は建築物の建築に関し罪を犯して罰金の刑に処せられた者
（３に該当する者を除く。）

〔記入注意〕１　登録申請者が法人である場合には、法人の代表者の氏名を併せて記載してください。

２　２から９まで、11又は12のいずれかに該当するときは、該当事項を抹消し、かつ、

　　上欄にその事実をできるだけ詳細に記入してください。
誓　　約　　書











